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抄録：産業医が実施する就業措置の文脈に関する質的調
査：藤野善久ほか．産業医科大学公衆衛生学教室―目的：
産業医が実施する就業措置について，適用範囲，内容，
判断基準など共通の認識が存在しているとは言えない．
本研究では，現在実施されている就業措置の実態から，
就業措置の文脈の類型化を試みた．方法：就業措置の
文脈を発見するために，インタビューとフォーカスグ
ループディスカッション（FGD）を実施した．インタ
ビューは開業コンサルタントの医師 6名に行った．ま
た FGDは計 6回，19名の医師が参加した．インタビュー
および FGDのスクリプトをコード化し，就業措置の類
型化の原案作成を行った．つづいて，これら類型化の
外的妥当性を検証するために，産業医にアンケートを
実施し，就業措置事例を収集し，提示した類型への適
合性を検証した．結果：インタビューおよび FGDのス
クリプト分析から 4つの類型が示唆された（類型 1：就
業が疾病経過に影響を与える場合の配慮，類型 2：事故・
公衆災害リスクの予防，類型 3：健康管理（保健指導・
受診勧奨），類型 4：企業・職場への注意喚起・コミュ
ニケーション）．また，産業医アンケートで収集した 48
の措置事例はすべて提示した 4つの類型のいずれかに
分類可能であった．また，この 4類型に該当しない事
例はなかった．収集した事例から，類型 5：適性判断を
加え，本研究では最終的に，産業医が実施する就業措
置として 5類型を提示した．考察：現在，産業医が実
施する就業措置は，複数の文脈で実施されていること
が明らかとなった．ここで提示した 5類型では，医師，
労働者，企業が担うリスクの責任や判断の主体が異な

る．このように就業措置の文脈を明示的に確認するこ
とは，関係者間での合意形成を促すと考えられる．
（産衛誌 2012；54 (6): 267–275）
doi: 10.1539/sangyoeisei.B12003
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I. 目　的

産業医による就業措置は労働安全衛生法第十三条，
第六十六条にもとづく産業医もしくは医師が行う業務
であり，国内の産業保健活動における主要な日常業務
の一つである．同法第十三条の 3には「産業医は，労
働者の健康を確保するため必要があると認めるときは，
事業者に対し，労働者の健康管理などについて必要な
勧告をすることができる」と定められており，就業措
置に係る意見は事業主への意見，勧告として取り扱わ
れる産業医の実施する重要業務である．
就業措置には労働者の就業を制限することが含まれ

ることから，中立性，科学的妥当性，安全配慮，人権
への配慮など高度な判断が必要となる．そのため，一
部の企業や産業医においては，就業措置の手続きおよ
び判断基準などを標準化しようという試みがなされて
きた．一方で，就業措置は，産業保健の実務のなかで
企業文化，慣習，医師の方針，労働者の健康状態，業
務内容などを総合的に考慮しながら実施されており，
就業措置の適用範囲，内容，手順について共通の認識
が存在しているとは言えない．
就業措置が単に医学的見地からのみでなく，さまざ

まな状況を考慮して判断がなされるべきであるとの見
解は，これまでの就業措置の在り方に関する見解に共
通して見ることができる 1–6)．社会経済要因，職場要因，
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個人の性格，人間関係，家族生活関係，就業規則，労
働契約，企業理念，労働組合の協力，職場の協力など
が就業措置に影響する要因として指摘されている 3)．こ
のような認識のもとで，実際の就業措置は，労働者の
健康問題に関する医学的判断に加えて，作業環境や作
業内容などの労働環境，企業としてのリスク管理や社
会的責任を含めて，多数の利害関係者の調整のもとで
実施されている．したがって就業措置のプロセスを標
準化するためには，現在実施されている就業措置の文
脈を明らかにし，体系的に整理することが必要である
が，これまでにこのような視点から，就業措置の文脈
について分類，整理した報告はない．
本研究は，産業医が実施する就業措置がどのような

文脈で実施されているのかの実態を把握し，分類する
ことを目的に質的研究を実施した．

II．方法と結果

本研究は，就業措置に係る文脈の発見のために実
施したインタビューおよびフォーカスグループディス
カッション（方法 1），類型案の作成（方法 2），および
抽出された類型案の外的妥当性を検証するためのアン
ケート調査（方法 3）の 3つの方法で調査を実施した．
以下，方法 1から方法 3のそれぞれについて，方法お
よび結果を記載する．

1.方法 I
就業措置の文脈の抽出（発見）：インタビュー調査と

フォーカスグループディスカッション（FGD）
産業医業務を専門とする開業コンサルタントの医師

6名を対象にインタビュー調査を実施した．調査対象者
の選考にあたっては，産業医としての経験年数や学会
活動などを考慮して研究班会議において決定した．な
お，調査対象者を開業コンサルタント産業医とした理
由は，研究班メンバー内に専属産業医，統括産業医，
および労働安全衛生機関での勤務経験者が含まれてい
たことと，中小企業から大企業まで広範囲な企業を顧
客にもち，多様な業務経験を持つ情報源と想定された
ためである．調査は半構造化した調査用紙を用いたイ
ンタビュー調査を実施した．1回のインタビュー時間は
およそ2時間程度で実施した．つづいて，研究班メンバー
による FGDを計 6回実施した．FGDへの参加者は 19
名であった．FGDの参加者の属性を Appendix1に示す．
実施したインタビューおよび FGDのスクリプトを著

者（YF）がコード化し，就業措置の目的，背景，解釈
などに関する視点から，要約を行った．

2.　結果 I
インタビューの分析結果の要約を示す．

(1) 文脈の存在の示唆
就業措置の運用が企業の体制や文化によって異なっ

ていることが示唆された．また，一律的なガイドライ
ンに沿って実施されるのではなく，労働者および企業
の合意を重要視していることも示唆された．
「中小企業では，産業保健体制が整っていない企業
や，産業保健成熟度が低い企業が多く，各企業の
実情にあわせた就業措置を行っている」（開業コン
サルタント）
「月に 1回～ 3回と契約先により回数が異なる上，
契約先企業の文化や力量も異なるため，保健指導
のレベルは契約先によって変わってくる」（開業コ
ンサルタント）
「医師の意見は本来，さまざまな事業場の背景を抱
える産業医等の裁量の範囲である，基準は事業場
ごとにある，事業場ごとかそれぞれのものを出す
べきか」（専属産業医）
「難しいところは，本人や人事の理解度がそれぞれ
であるところ．両者のコンセンサスを得ていくの
に苦労することがある」（開業コンサルタント）
「（就業措置については）経過や納得性を大切にし
ている」（開業コンサルタント）

(2) リスク管理と個人の健康への配慮
就業措置には，事故や公衆災害の予防という企業の

リスク管理という観点と，個人の健康への配慮という
観点の 2つの軸があることが示唆された．
「『医師の意見』は個人の健康の観点からと大規模
災害の防止という事業所内の安全の観点がある」
（企業外衛生機関）
「疾病と業務のミスマッチを合わせるための就業措
置と，もしかしたら失神を起こすかもしれないと
いうことへ対応するリスクヘッジ型の 2つのタイ
プがある」（企業外衛生機関）
「大規模災害の防止という観点からの部分は強制的
に就業措置をしなければならないケースもある」
（専属産業医）

(3) 就業による健康影響への配慮（類型 1）
就業措置のあり方について，労働安全衛生規則にあ

る「病者の就業禁止」の考え方を指摘する意見が複数
あった．
「休業措置に関しては就労によって著しく病勢を悪
化させる可能性が高いものと定義ははっきりして
いる」（企業外衛生機関勤務）
「もともとの法令上の就業制限をかける意味とは，
就業することによって病態が悪化するのを防ぐた
めにあることである」（専属産業医）
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「働いても働かなくても病気の状態が悪い労働者に
関してはリスクを考えなければ就業制限をする意
味はあまりない」（企業外労働衛生機関）

(4) 企業のリスク管理的観点から実施する就業措置（類
型 2）
就業措置には，公衆災害や事故防止といった事業者

責任としてのリスク管理的観点から実施されるものが
ある．
「疾病と業務のミスマッチを合わせるための就業措
置と，もしかしたら失神を起こすかもしれないと
いうことへ対応するリスクヘッジ型の 2つのタイ
プがある」（企業外労働衛生機関）
「なにかあれば大災害になるような航空・運輸業に
関して言えば，リスクヘッジ型もかなり関係して
くる」（企業外労働衛生機関）
「日本のほうが事業者責任が重たい．日本は健診を
行っているのかということと，過労死などの補償
もすべて事業者が責任を負うという判断がされて
いるのでそういうことが容認されやすい」（専属産
業医）
「就労継続の希望があっても，運転士は絶対禁止と
なる場合がある」（専属産業医）

(5) リスク評価の困難
医学的，疫学的エビデンスからリスクを評価するこ

とが困難であるとの指摘も多くなされた．
「心臓突然死や失神の発生に関して臨床医に意見を
求められても困るというのが正直な意見です．じっ
としていても起きてしまうものは起きてしまうし，
就業制限せず発症してしまった場合は責任が生じ
てしまう」（循環器専門医）
「欲しい情報が得られない診断書であるケースも多
い」（専属産業医）
「例えば，糖尿病による起立性低血圧で事務作業は
OKで，高所作業で失神を起こすと重大災害を起
こす．しかし，糖尿病で起立性低血圧をすべての
患者が起こすわけではないので，あまり標準化を
つき進めると就業できない作業が増えて副作用が
大きくなりすぎる可能性があるのでは」（専属産業
医，循環器専門医）
「報告によって（サンプルの）対象者が異なり，同
じ病気でも発症頻度のばらつきがあるため，“真の
値”は何とも分からない部分がある．リスクの順
位付けは難しい」（循環器専門医）
「ほとんどが欧米のデータであるため，日本人に
とっては突然死の確率がやや高い結果となる可能
性がある」（専属産業医）
「多くの産業医が勘と経験だけでやっているのが現
状である」（専属産業医）

(6) 保健指導・受診勧奨を目的とした就業措置（類型 3）
保健指導や受診勧奨を目的とした就業措置を多くの

産業医が実施している．
「健診の結果で産業医面談をする時に受診勧奨を目
的として就業制限の可能性を示唆する」（開業コン
サルタント）
「職業人として『仕事すらできなくなるよ』と自己
管理するように注意を促し自己保健義務を提示し
ている」（開業コンサルタント）
「中小企業が対象であるため，一人の従業員でも働
かせないとなると仕事がまわらなくなることが多
い．また，従業員側としても就業制限により減給
となると生活困難となることが多い．そのため，
重症な人でもなるべく就業制限をかけずに病院受
診・通院を厳しく管理し就業可とする方法をとる」
（開業コンサルタント）
「保健指導と就業措置という点から見れば，保健指
導時に就業制限を脅しとして使っている医師も多
い」（企業外労働衛生）
「就業措置というよりは保健指導に近く，混在して
いるように思う．保健指導がメインで行っている
就業措置もかなりあるように感じる」（専属産業医）

(7) 職場への注意喚起を目的とした就業措置（類型 4）
就業措置の中には職場への注意喚起の意味を込めて

なされるものがある．
「（脚気，アルコール臭がしていた人に実施した就
業措置事例について）職場が非常に忙しく，職場
でみんな酒盛りもしているような状況．本人の自
覚はないが，職場の状況も問題であるため就業配
慮をかけた」（開業コンサルタント）
「月 100時間を超える時間外労働が多発する職場．
職場の管理に問題があったため，当該部署の高血
圧未治療者に一律，月 45時間以上の残業禁止を出
した」（企業外労働衛生機関）
「健診にてんかんの現病歴があり，確認目的に面談．
面談にて 2年以上発作なく安定していたが，長時
間労働となりやすい部署であるため時間外労働に
明確な歯止めをかける意味で就業制限を設けた．
本人の怠薬により発作が起こった．また就業制限
は 厳密には守られていなかった．このため就業時
間制限を強化した」（企業外労働衛生機関）

3. 方法 II　類型案の作成
先に実施したインタビューおよび FGDの要約から，

就業措置の類型化の原案作成を行った．インタビュー
から形成された類型案の内容が明確になるように，そ
れぞれの特徴，該当する具体例，および課題について
研究班による検討を行った．なおここで検討された「課
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題」については，考察において述べる．

4. 結果 II　類型案の作成の結果
スクリプト分析から 4つの類型案が得られた．

類型 1：就業が疾病経過に影響を与える場合の配慮
<特徴 >類型 1は，就業が労働者の健康や疾病経過

に悪い影響を与えると予見される場合に実施される措
置である．この類型は，労働安全衛生法，および労働
安全衛生規則第六十一条にある「就業で病勢が著しく
増悪する」際に実施される「病者の就業禁止」の考え
方にもとづき，就業禁止だけでなく，就業措置全般へ
の適用を意図するものである．この措置を講じる際に
は，臨床的な判断が相当程度に適用可能と考えられた．

<具体例 >心不全のある労働者に対して過度な筋作
業を禁止する場合や，重度の高血圧未治療者に対して，
深夜勤務を禁止する場合などもある．また腰痛保持者
の筋労働の制限や，職場不適応によるメンタルヘルス
不全が生じた労働者の配置転換などが該当する．

類型 2：事故・公衆災害リスクの予防
<特徴 >特定の疾患によって特徴的に発症確率が高

まるとされる健康事象が生じた際に，随伴して発生す
る可能性のある事故を予防する目的で就業制限を行う．
特に突然死や失神などの意識障害が併発するような疾
患に適応される．また，疾患に関連して生じる可能性
のある公衆災害，事故，大規模災害などに備えるため
の企業リスク管理としての観点を含むものである．

<具体例 >糖尿病コントロールが不良の労働者の高
所における暑熱作業を禁止する場合や，意識消失発作
をきたす疾患を持つ労働者の運転作業を禁止する場合
などが，これに該当する．

類型 3：健康管理（保健指導・受診勧奨）
<特徴 >労働者の受診行動や生活習慣の改善を促す

ために，就業制限を適用される．特に労働時間など就
業環境が受診の阻害要因になっている際に，これらを
調整して受診を促す．安衛法に基づく，保健指導実施
義務を明示的に実施する措置である．

<具体例 >高血圧を放置している労働者に対して，
運転作業の禁止や，残業禁止を適用し，受診行動を促す．

類型 4：企業・職場への注意喚起・コミュニケーション
<特徴 >主に健康上の問題が就業状態や職場環境に

ある場合に，職場環境の改善や管理者・事業主への問
題提起として就業制限を実施する場合がある．個の労
働者への措置を取ることで本質的には職場への介入を
意図していると解釈できる．

<具体例 >過重労働が頻発する職場で，高血圧の管
理が不十分な労働者に一律，45時間以上の残業を禁止
する．

5. 方法 III 　外的妥当性の検証
作成した類型案についての外的妥当性を検証するた

めに，産業医にアンケート調査を行い，過去に実施さ
れた就業措置事例を収集し，類型案に沿った分類を行っ
た．

III-①産業医へのアンケート
産業医へのアンケートを実施し，過去に実施した就

業措置事例の収集を行った．また，アンケートで得ら
れた類型案を提示し，実施した各就業措置事例を類型
案のどれに該当するかについて回答を求めた．さらに，
提示した類型案に分類できない事例の有無につて質問
をした．
アンケート対象者は産業医科大学の卒業生産業医を

中心とした不特定のグループで，メーリングリストや
インターネット上のソーシャルネットワークを通じて
アンケート依頼を行った．また，協力可能な産業医へ
の転送を可とした snowball samplingを採用した．
調査票の質問事項には，対象者のプロフィール（年

齢，既往歴，業種，作業内容），就業制限の対象となっ
た疾病や健診値異常，就業制限の内容，事例の詳細（背
景，経緯，特に考慮した事情など），就業制限の主な目
的（4類型に説明をつけて提示し，複数回答可とした），
就業制限を実施するにあたって注意した事，阻害要因，
問題点などが含まれた．

III-②適合性の検証
産業医アンケートで収集した就業措置事例について，

類型案に適合可能かの検討を研究班メンバーで行った．
さらに，提案する類型案に分類できない事例の有無に
ついて検討を行った．

6. 結果 III 　外的妥当性の検証結果
アンケート依頼に対して，11名から 48事例の回答

を得た．回答者が回答した分類では類型 1が 42例，類
型 2が 26例，類型 3が 23例，類型 4が 15例であっ
た．研究班メンバーでレビューを実施し，回答者の回
答した分類と異なる分類はなかった．また 4類型のい
ずれにも該当しない事例はなかった．また，これらの
類型に適応しないと考えられる事例についての回答は
なかった．
類型 1のうち，類型 1単独に分類されたものは 10例，

類型 2にも分類されたものは 23例，類型 3にも分類さ
れたものは 19例，類型 4にも分類されたものは 12例
であった．類型 2のうち，類型 2単独に分類されたも
のは 2例，類型 3，類型 4とともに分類されたものは，
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14例，9例であった．類型 3のうち，類型 3単独に分
類されたものは 1例，類型 4とともに分類されたもの
は 9例であった．類型 4のうち，類型 4単独はなかった．
さらに，収集した事例の中から，新たな類型を要す

ると思われる事例を抽出し，著者らによる検討を経て，
類型 5とした．

類型 5：適性判断
<特徴 >健康上の理由や能力的な適性から業務を制

限する場合の措置．
<具体例 >弱視者の VDT作業を制限する場合．ま

た軽度の発達障害などにより計算能力が低い労働者に，
高度な計算を要求する部署への配属を制限する場合な
どがある．

III．考 　察

本研究では，産業医の実施する就業措置に 5つの類
型（類型 1：就業が疾病経過に影響を与える場合の配慮，
類型 2：事故・公衆災害リスクの予防，類型 3：保健指導・
受診勧奨，類型 4：企業・職場への注意喚起・コミュニケー
ション，類型 5：適正判断）があることを示した．また
収集した就業措置事例の類型への適用を検証し，本研
究で提示した類型の外的妥当性を示した．
就業措置の中には労働者の権利を制限するものも含

まれるために，科学的妥当性のみでなく，倫理的，人
権的な配慮が必要とされる．そのため就業措置の判断
基準などを標準化したいという要望は一部で存在する．
そのための方策として病態生理や疫学的エビデンスに
もとづくアプローチがある．しかしながら，このよう
な診断病名や検査値に基づく就業措置の判断は，根拠
の明確さでは優れるものの，実際の事例への適用には
多くの課題が存在する．同一疾患であっても労働環境
によって措置が異なる場合や，そもそも検査値や診断
名に対応した就業措置の目安が存在しないものが大多
数であることが挙げられる．また実際の就業措置は，
医学的見解のみでなく，作業内容，労働環境，職場の
理解，安全配慮，企業リスクにかかる経営判断，社会
的責任などさまざまな視点からの利害調整のもとで実
施されている．本研究では，就業措置に異なる文脈が
存在していることを示しており，就業措置のプロセス
の標準化を検討する上で，文脈ごとに異なる手続きが
必要となることを示唆している．
就業措置に潜在する文脈を明らかにすることは，就

業措置のあり方を今後検討していく上で有益である．
第一に，適用が検討されている就業措置がどの類型を
意図したものであるかを明示的に確認することで，関
係者間での合意が得やすくなる．逆に，この類型の違

いを認識していない状況下では医師，労働者，事業主
の間で正しい合意が得られにくく，また軋轢を生じる
ことにもつながる．第二に，就業措置に係るこのよう
な文脈の違いは，各類型に応じた医師，労働者，企業
が担うリスクの責任や判断の主体が異なることを意味
している．したがって，就業措置のプロセスを体系化
する際には，それぞれに応じた手続きが必要となる．
提示した各類型について考察を加える．類型 1の就

業が健康や疾病経過に与える可能性がある場合の就業
措置は，最も狭義の就業措置と捉えることができる．
労働安全衛生規則第六十一条「病者の就業禁止」では
就業禁止の方針として「心臓，腎臓，肺等の疾病で労
働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるものにか
かった者」が示されている．この項目は就業禁止の方
針を示したものであるが，一般的な就業措置の根拠と
しても適用されている実態が明らかになった．類型 1
の運用においては，疾患の特徴や臨床的見地からの意
見が相当程度に反映されるものと考えられる．このよ
うな医学的判断が主体であることに加え，健康配慮の
観点からも，労働者個人の意向や希望が反映されにく
い面もあり，運用に関しては医師の影響力が強い．
類型 2は，事故や公衆災害のリスク管理的な視点が

考慮される場合の就業措置である．この場合，類型 1
と異なり，企業側のリスクに対する感受性，価値観が
多分に反映される．類型 2に基づく措置の判断におい
ては，同一疾患であっても就業措置の内容が異なる状
況があることも許容される．すなわち，事故や公衆災
害に対するリスクの判断は事業者や状況によって異な
り，事業者側のリスクの捉え方が措置の内容に反映さ
れる．例えば交通事業者や大規模災害につながる可能
性のある危険作業を伴う事業者などではリスクに対し
てより配慮した対応が取られることが考えられる．一
方で，事業者がリスクを許容範囲とする経営判断をし
た場合は，“甘い”就業措置がなされることもあり得る．
このように事業者のリスク感受性に応じた就業措置は
現実的には実施されているが，事業主や企業側担当者
にリスク判断を明示的に求めることは必ずしもなされ
ておらず，医師が提案する就業措置と事業者側の対応
の乖離を巡って，軋轢が生じることも考えられる．ま
た医師がリスクに対して過剰な措置を提案することに
よる業務上の影響は小さくない．
類型 2の運用に関する課題を指摘する．類型 2を実

施する上では，各疾患や個別の労働者における健康上
の有害事象（典型例として突然死や意識障害）に関す
る医学的根拠が基盤になるが，このような evidence-
orientedな判断をなすことは現実的には極めて困難であ
る．その理由の第一に，発症確率などの疫学的エビデ
ンスが得られにくく，またエビデンスがある場合にも
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情報ソースによって推定されている数値などに乖離が
ある．現実的には，臨床的な意見が反映されることが
多く，基準を明文化し難い．したがって疾患別，労働
者個人別に病態生理や疫学的なエビデンスにもとづく
アセスメントをすることは不確定要素が多く，非現実
的である．第二に，有害事象の発症確率に根拠が得ら
れた場合にも，どれくらいの発症率であれば措置をと
るのかという判断は医師の臨床的センス，事業者側の
リスクの捉え方などによって恣意的に変わる．第三に，
疾患による有害事象（突然死や意識障害など）発症に
ついて，発生確率に関する疫学的なエビデンスが明確
にないが病態生理学的に「起き得る」とされるような
場合や，また，疫学的エビデンスで極僅かなリスクの
増加がある場合などで，就業上の事故が生じた際には，
安全配慮上の「予見可能性」を指摘される懸念はある．
このような不安のもとでは，医師や事業主が実際のリ
スクよりも過剰な就業措置をとることが考えられる．
類型 3は，労働者の受診行動や生活習慣の改善を促

すために実施される就業措置である．今回の事例収集
の中で，複数の産業医が最初に実施することの多い就
業措置として挙げていた．典型的には高血圧や糖尿病
の未治療者やコントロール不良者に対する受診勧奨の
ためとして一時的な就業措置が取られる．措置の内容
は，時間外勤務，深夜作業，運転作業の制限などが取
られる．ただし，これらの場合，医師の意図の本質は
就業制限ではなく，受診勧奨を強力に促すための便宜
的な措置として実施されている．特に労働時間など就
業環境が受診行動の妨げになっている場合に，これら
の阻害要因を積極的に調整することで，労働者の受診
を促すような運用が行われることが多い．安衛法にも
とづく事業者の保健指導実施義務を明示的に行う措置
と位置づけられる．また長期的な視点からは，類型 1
や類型 2に移行する前の予防措置とも考えられる．類
型 3の課題としては，就業することが疾病経過に影響
がない場合などに，措置を実施する根拠を得にくい場
合もある．例えばアルコール性肝機能障害の労働者が
デスクワークに従事する場合などは，適用が難しいと
の指摘があった．また，就業制限を条件にした「脅し」
と労働者が捉える可能性もある．また類型 3について
の判断の主体は医師のため，企業に期待されている健
康配慮の範囲を超えてなされる懸念もある．例えば，
医師が高血圧の管理を徹底したいという個人的な方針
の下に，労働者，企業の双方に顕示的なリスクがない
場合でも，高血圧未治療者に勤務制限を乱発すること
も考えられる．
類型 4は，主に健康上の問題が就業状態や職場環境

にある場合に，職場環境の改善や管理者・事業主の注
意喚起を求めるために実施される就業制限である．個

の労働者への措置を取ることで本質的には職場への介
入を意図するものである．類型 4は，単独でなされる
ことは少なく，基本的には他の類型に該当する就業措
置と共に実施されていた．このことは，就業措置はあ
くまで個別の労働者に適用されることから当然である
が，多くの場合，個の労働者に対する措置を通じて安
全配慮に対する上司や職場の理解を促したいとの産業
医の想いが反映されていた．本類型の課題としては，
業務への影響が大きく，また措置の対象となった労働
者がスケープゴート的な運用がされる懸念がある．本
研究で提示した他の類型と比較すると，概念化が不明
瞭な部分もあり引き続き検証が必要である．
類型 5は，健康上の理由や能力上の適性から業務を

制限する場合に実施される措置である．職務を遂行す
るための基本的な要件を欠くような場合で，本来は雇
用，人事上の管理として扱われるべきものであるが，
現実にはこのような事例に対して医師・産業医意見が
求められることがある．また，企業が人事発令のため
に形式的に医師に求めるケースもある．例えば高度に
視力が低下した労働者の VDT作業の制限に関して意見
を求められる場合や，また軽度の発達障害で計算能力
が低い事が雇用後に判明した労働者に，高度な計算を
要求する経理部署への配属を制限する場合などが該当
する．類型 5のような就業措置は，いわゆる障害管理 
（Disability Management） と緊密な関係にある．ILOの
「労働者の健康サーベイランスのための倫理技術ガイド
ライン」7)では就業適性を判断する際の留意すべき原則
として下記が示されている．1)普遍的な職務適性判断
は存在しないこと，2)職務適性の判断は特定の業務や
職種に限定されること，3)職務適性は業務負荷と作業
者の能力の関係でなされるものであり，このどちらか
に変化があれば適宜判断をしていくこと，4)機能障害
を過大評価しないこと，5)労働者の適応力と知性を過
小評価しないこと，基準の設定は過度な簡素化になり
がちであり産業保健の実践に沿わないこと，6)適性判
断（fitness to work）から適応（adaptation）に転換するこ
と，などが挙げられている．類型 5の安易な運用は避
けるべきであり，今後，就業制限や禁止を主眼とした
就業措置から，健康障害を抱える労働者が就業に適応
するための労働者，雇用者への助言としての位置づけ
が確立されることに期待する．このことは今後増加す
ると予想される高齢者就業などにおいても重要である．
本研究では，質的研究によるアプローチを採用した．

質的研究とは，研究対象となる事象について，それが
生じている社会的，文化的，歴史的文脈に沿って明ら
かにするような場合に有効な研究方法である 8)．本研究
は，医療従事者が就業措置をどのように考え運用して
いるのかについて，その背景にある文脈を探索し分類
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することを試みた．また質的研究とは，「Xとは何か．
環境が異なると Xは違うのか．それはなぜか」という
疑問に答えるために適した研究手法である 9)．本研究で
も，医師や企業が異なるとなぜ就業措置が異なるのか，
医師はどのような根拠や基準に照らして就業措置を決
定するのか，医学的判断とリスクに関して，どのよう
な認識をもって判断しているのか，リスクなどへの社
会的配慮が就業措置の判断にどのように影響している
のか，といった疑問にもとづき，就業措置の文脈を分
類した．
本研究には質的研究の方法論に内在する課題がある．

第一に調査事例のサンプリングと一般化の課題がある．
本研究では，著者らが有する産業医関係者のネットワー
クを通じてインタビューとアンケート調査を実施した
ため，対象者の多くが産業医科大学卒業生となってい
る．そのため，産業医業務に対する理解，価値観，想
いなどが似通った集団となっている可能性がある．一
方で，調査対象事例には，中小企業の嘱託産業医を専
門とする独立系開業産業医から大企業の専属，統括産
業医まで含まれており，多様な企業形態における実践
を捉えることができている．第二に，本研究で提示し
た 5類型以外の文脈が存在する可能性はあり，今後，
検証を続ける必要がある．しかしながら本研究で示し
た 5類型については，事例検証を経て，一般化できる
程度の異なる文脈として存在していることが確認され
た．第三に，本研究では，産業保健の実践現場の中で
長年にわたって実施されている実際の就業措置の実態
を把握し，どのような文脈が存在するかを明らかにす
ることを目的とした．したがって本研究で提示した 5
類型は，現実に存在する就業措置の文脈を捉えたもの
ではあるが，就業措置が本来どのようにあるべきかに
ついて，法規的，医学的，倫理的な根拠から論理的な
体系を示したものではない．今後は現実に存在する文
脈を認識した上で，就業措置のあるべき体系が検討さ
れることが期待される．
本研究では，国内の産業保健現場で実践される就業

措置について 5つの類型を抽出した．これら 5類型の
就業措置は，判断の主体や基準，措置の目的がそれぞ
れ異なる文脈に沿って実施されている．これらの文脈
を考慮することは労働者，事業主，医師ら関係者間に
おける円滑な合意形成にとって重要であり，また今後，
医師ら就業措置に関わる実務者間において就業措置の
手順や範囲など共通の認識を構築し，就業措置の標準
的なプロセスを検討する際にも必要である．
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Appendix 1.(Table A1)
Appendix 1.  フォーカスグループディスカッション参加者の属性

産業医業務
従事年数

勤務経験(◎は現職)
その他専属

産業医
嘱託
産業医

企業外労働
衛生機関 大学

22 ○ ○ ○ ◎ 産業衛生指導医・専門医
20 ○ ○ ◎ 産業衛生指導医・専門医，労働衛生コンサルタント
10 ○ ○ ◎ 労働衛生コンサルタント
11 ○ ○ ◎ 産業衛生専門医，労働衛生コンサルタント
9 〇 〇 ◎ 産業衛生専門医・消化器病専門医
2 〇 ◎
2 ◎ 〇 〇 認定内科医
3 ◎ ○ 〇
3 〇 ◎ 〇
2 〇 ◎
2 〇 ◎
3 〇 ◎ 〇
2 〇 ◎
1 〇 ◎ 認定内科医
2 〇 ◎
– ◎ 循環器専門医
– ◎ 循環器専門医
– ◎ 循環器専門医
– ◎ 循環器専門医
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Qualitative Research of Contexts of Occupational Physician’s Advice

Yoshihisa Fujino1, Naoki Takahashi2, Tomoko Yokogawa2, Kotaro Kayashima2, Seiichiro Tateishi2,  
Haruhiko Abe3, Yasushi Okubo4 and Koji Mori2,5

1 Department of Preventive Medicine and Community Health, University of Occupational and Environmental Health, Japan, 1–1 
Iseigaoka, Yahata-nishi-ku, Kitakyushu, Fukuoka 807-8555, Japan

2 Occupational Health Training Center, University of Occupational and Environmental Health, Japan
3 Department of Heart Rhythm Management, University of Occupational and Environmental Health, School of Medicine, Japan
4 Division for Environment, Health and Safety, The University of Tokyo, Japan
5 Department of Occupational Health Practice and Management, Institute of Industrial Ecological Sciences, University of 

Occupational and Environmental Health, Japan

Objectives: No consistent procedure has been established for advice given by occupational physicians concerning scope 
of disease, criteria of diagnosis and laboratory data, and basis of judgment. The aim of this study was to identify practice-
based contexts of occupational physician’s advice. Methods: We interviewed 6 occupational physicians, and held focus group 
discussions (FGD) involving 19 occupational physicians, academic researchers, and clinical doctors. Scripts of the interview 
and FGD were coded to identify the contexts of occupational physician’s advice. Additionally, to assure the generalizability 
of the proposed contexts of occupational physician’s advice, we also conducted a survey to collect cases of advice, for which 
the fitness of the proposed contexts was confirmed. Results: Four contexts of occupational physician’s advice were identified 
from interviews and FGD, and an additional context was detected through the occupational physician’s survey, namely Type 
1, work potentially affects a worker’s health; Type 2, risk management and prevention of accidents relating to disease; Type 3, 
recommendation to visit a doctor (referral); Type 4, communication to the head of the department/supervisor; and Type 5, fit 
for work with appropriate adjustment of work environment and/or conditions. All 48 cases collected could be classified into 
one or more of these five contexts. Discussion: This study clarified that several contexts exist for occupational physician’s 
advice in practice. The five proposed contexts reveal different responsibilities and judgments between occupational physician, 
worker, and employer. Understanding the contexts of occupational physician’s advice is important for enhancing consensus-
building between stakeholders.
(San Ei Shi 2012; 54: 267–275)


